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日 本 都 市 の 成 長 要 因

坂 下 昇

1 . は じ め に

筆者は1976年 4月より2年と 1'か月にわたって, 経済企画i庁経済研究所において， 戦後日本の 

都市人口変動に関する研究を行った。その成果は，坂下，浅 野 〔1979〕として刊行されている。さ 

らに筆者は, - いくつかの機会に前掲著書および研究ま体の内容を解説する論文を発表してきた（坂 

下 〔i979 — a, b , c〕）。本稿は同じような仕事をもう一度くり返すことになるが， なるぺく重複 

を避けるために，まずわれわれが到達した一*般的都市成長モデルの特性を詳しく吟味し，そこから 

都市の成長要因についての洞察を導く（第2節)。次に,いままであまり黏介してこなかった判別関 

数分析に関して詳述し，都市成長要因の定性的分析に示唆を与える（第3節)。最後に，主として都 

市カチゴリ一別回帰分析によって力チゴリ一による成長要因の異同について検討する（第4節)o

わが国諸都市の成長（衰退）耍因の計量経済学的分析は，まだその端緒についたぱかりである。 

筆者としては，本稿をわれわれが行ったいままでの作業のとりまとめとし，そこから今後の研究の 

ための指針を探ることとしたい。

2. — 般的都市成長モデル

われわれが到達した-^般的都市成長モデルは，次のような構成を持っている（坂下. 浅野〔I979〕 

第8章)。

( 1 ) P O P ( f )  ニ (1 +  b , P O P (J  — C ，P N IN (J  — 5 )

(2) PLFCJ) ニゴ +  ぃ  PLFC レ  5 ) +  / ，PNINC f 一  5 )

(3) ニ g ，POP(り + み . PしFめ  + i シEXOICf) • POP( り }

(4) / f ( 0  ^ j  +  k {INCOM DC   ̂ -  5 )  . P O P C《一 5 ) }

(5) W C O M D (J )P O P ( f )、ニ I • P O P C O + m  ♦ / ( (/ )+  w ♦ E M P ( t )

+ 五CO * b o p a )}

•一一— 23 (183 ) -----
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(6) P N IN C O = a  . P 0 P (O +  r { IN C O M D ( t )  • PO P( り}

+  • 啊 り

一 い  E X O IIIけ  一 5 )  ♦ P O P (り

記 考

PO P i t ' ) ： 《年 の 人 口 （雜 位 ：人）

P L F C O  ： 《年 生 産 年 齢 人 口 （車位：人）

EMPCO  ：《年の常住地就業人口（単位：人）

/ ((り ：t 年の償却資座分固定資産税収入（資本ストック代理変数，単位：千円） 

I N C O M D i t )：《年の所得格差（1人あたり市民所得，単位：全®乎均100) 

PN IN C O  ： { 年の年間純転入人口（単位：人）

EX0 1 , H, niCO： f 年の第1 , 第 2 , 第 3外生変数

(1)〜(6)の方程式体系はごく単純なモデルを表わすに過ぎないが，そ れ か ら た と え ば 人 口 り  

についての動学方程式（いわゆる最終方程式）を導こうとすれば， それほかなり複雑なものになって 

しまう。そこで，次のような手続によって，最終方程式（flnal equation) になるべく近いものを求 

めてみよう。

まず(1)の右辺第3項に(6乂7)の時間を5期ずらせたものを代入すれぱ，次式のようになる。

⑦ P O I \ n -  a +  b • POPC t - 5 ' )

+  c [ q  • POPC t ~ S ) + r { l  ♦ POPC / 一 5 )  +  m ，K ( t  一 5 )

+  n • E M F ( i - 5 ) +  p • £ZO H ( / -  5 )  • PO P( / -  5 ) }

+  侧 レ  5 )

一 t . E X O M 《一 5 )  . PO P( ^ - 5 ) ]

のの右® の 中 の 単 一 の ズ ー 5 ) のところに(3)を代入すれば，次式を得る。

⑧ ■PO/*( り= «  + [ ゐ+<;《 + び/+ び w{ fir +  i • EXO  1 (^  — 5 ')} +  c rp  • EXO^<i t — S')

+  cs {G E M P(：t ~ 5 / t - 1 0 ' ) } ~ c t，EXOm.i t -  5 )]P O P ( ^ - 5 )

+  crm • K {  i  — 5 )  + び《み . P L F i  / 一 5 )

ここで，G E M P i y i t )は E M P の t 年から//年に向けての成長率を示す。

现突のパラメータの値（坂下，後，野 a 979〕，226〜227宜参照)を，（8)の右辺のP O IX  t -  5 ) の係 

数の式に代入すれぱ，同係数びの値は，

(9) 0 ニ 0.924946 +0.0289543，EXO  エ（メー 5 )

+ 0.000675927 . -  5 )
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■ 日本都市の成長耍因

+ 0.673216 . G E M P i レ  5/レ 10)

-0.150127 . i? A "O l(  ̂ -  5 )
( 1)

と計算される。ここで各外生変数の性格は次のようなものである。

£：Aのェ（f 一 5 ) : 農業，製造業，金融保險業，運輸通信業，および観光の特化係数の線型和 

の！[({一  5 ) : 農業，建設業，製造業，卸売業，不動産業，電気ガス水道業の特化係数，お 

よび消費者物価地域差指数の線型和 

E X O m i《一5 ) : 当該市の属する県の県庁所在都市の常住塊就業人口 5年 間 成 長 率 （（{一 5 )  

- >り

いま，各特化係数についてはその値が1 , 消費者物価地域差指数については100という r標準的J 
な場合を設定するならぱ，五"Z O Iと [ の値は’

(1(| エニ 0.0836321,EAの 11= 53.55332

となり，これを(9)に代入すれば，

⑩ 0 =  0.963566 +  0.673216 • G E M P O -5 / t  ~ l0 ：>

: -0.150127 . EXOmC  ̂ -  5 )

と計算される（坂下，浅膝ひ979〕，226〜227貝)。

(8)と ?̂の定義より， ’

03) (り ニ 3980.81+ 0 . P O P i  {一 5 )  + … -

と表わされるから，と も に 成 長 率 変 数 で あ る と £：X«Oniの値如何によって，人口 P O P が 

拡大的に励くか縮少的に動くかが決められることになる。 もちろん，当該都市自体の過去の就業人 

ロの成長率はヴを高める方向に，所属県の県庁所在都市の最近の就業人口成長率は0 を低める方向 

に働く 0

両成長率の値の種々の組合せに対する， 0 —— これを人口自己回帰係数と呼ぶことができよう 

— の値を計算してみると表1 のようになる。この表で見ると， 5% のとき,2?ズ0111がー5 

% 以下であるならば，ますこG E M P 力110%のとき , _£'ズ0111が 10%以下であるならぱ， クは1を越 

え人口増加の趨勢が出現することになる。しかし，非県庁所在都市である小都市の現実は，たとえ 

ぱ， G E M P = - 5 % ,  £A101II ニ10%のようなものであると思われ，そのとき， 0 -0 ,9 1 5 となっ 

注（1 )各係数の値は以下のごとくである。 ’
び ニ 3980.81, b ニ  1.00418, <7 ニ (3.43801
<1 =2118.02, c ニ  1.01673, / = 4 .37404,
g =0.30449, ゐ =0.15896, ニ  1
j  -78249.1, k ニ 0.0269135,
1 =15.3216, m =4.04483, H =42.8365, P ニ 1
(? =-0.0152852, 
t ニ  0*023 188,

y ニ 0.000104990, s ~ 0.104569

25 ( 185)-
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て人口はかなりの減少拖勢を持つであろう0

表1 人口自己回帰係数0の個

r三IB学会ぽ誌■! 73巻2号 （1980年4月）

G E M P
EXOW 一 10% 一  5% 0 % 5 % 10%

-10% 0.911257 0,944918 978579 1.012240 1.045900

- 5% 0.903751 0.937412 971072 1.004733 1.038394

0% 0.896244 0.929905 963566 0.997227 1.030888

5% 0.888738 0.922399 956060 0‘ 989721 1‘ 023325

10% 0.881231 0.914892 948553 0.9S2214 1.015875

注目すべきことは， の値の两成長率，すなわち先決変数の値に対する敏感性ということである。 

表 1 の範囲内でも，その値は， 5 年間の人口増4 .6 % から人口減12%の間で変化することが示され 

ている。 これは，特に中小都市の，外部環境の変化に対するvulnerabilityを示すものと言えよう 

もちろん，ao)を導くに当って，諸特化係数の値，したがって当該都市の産業構造について中立的な 

仮定を設けているので，この側面の都市人口成長に与える影響は無視されている。

本来の(3)(5)に立戻って観察すると，E X 0 1 に正の影響を与えるのは，費業，製造業，金融保険 

業，観光の特化係数であり，運輸通信業は負の影響を与える。五Aの H に対しては，製造業，不動 

産業の特化係数および消費者物価地域差指数が正の影響を，農業, 建設業，卸売業，および電気ガ 

ス水道業の特化係数が負の影響を与え4 。したがって，各都市の就業者表現による産秦構造も， 0 

の値に敏感に反映されるものと考えてよかろう。

しかしながら，（9)ないし(M)は厳密な意味での最終方程式とは言えないので，都市人口成長の過程 

を正確に描き出すためには，（1)〜(めの構造方程式休系に立戻って，外生変数の動き，および先決変 

数の初期値について一定の想定をした上で，数値シミュレーシg ンを行うほかない。われわれの研 

究•t?は，特に12の県庁所在都市を対象として，次のような仕様でこのような数値シミュレーシg ソ

注（2 ) 具体的には，E X C n . E X O l は次式でまわされる。 

iS'jtO I ( りニ0.036524LC?_/1G( り+ 0 ‘ 045217i^Mi7(り

+0. mmSLQBKit^-QMmUQTRNiO '
+0.0040941Z<?Sr(り 

EXO  n (りニー 13.20982；© j G ( f ) —23.8380ふ©c o c o

+  1,75436/^Mび(/)-9.04113 LQWSQ;')
-\-2'^M2^LQREA{t')-2M%Z\LQELit)
+0.793647i^i?/C£(O

ここで， 义はズ産業の特化係数（/!<?:農業，M び：製造業，ぶ/C :金触保険業，T U N 運m 信業, iST:観光, 
C O :建設菜， JVS ： /?どパ：不動産業， 気ガス水道業），^̂ ^びご/?は消費者物価地域差指数である》

さらにX 廣業特化係数の定義は次武で与‘えられる。

ニ， / ,
EXi\  r 都市においてのズ産梁従業地就業人口 

Pi\ 都市常住地人口 

i?ズ：全国業就業人口 

P  \全国人口

26 { 186\



' 日本都市の成長耍因

が行われた。

0 構造方程式としては，00〜(6)の体系が用いられる◊ この場合, ぷDDK《一5 ) は外生変数 

ではなく，内生変数としてGi?iV//Xレ  ̂一 5 ) と同一のものになり，0 — りがその係数となる。

H ) 各变数の初期値は， 昭和 30, 35, 4 0年のうち， 各都市で入手しうる最も古い年において与 

える6

i i i ) 各方程式の定数項は，各都市ごとに説明変数および被説明変数の，昭和45年，50年の実i t 値 

によって修正する0

i v ) 各産業'特化係数および消費者物価地域差指数の外生変数群は，昭和45年の実績においてそれ 

らの値を固定する。

このような仕様で行われた，将来に向けての人口シミュレーシg ンは，決して当該都市の将来人 

ロを予測しようとするものではない。ここではそれに代えて，各都市において昭和4 5年，5 0年の 

社会.経済環境が固定されたとしたとき，どのような人口成長経路が描かれるかという，デ ー タ  

(与件）を各都市の宾績値に籍りた仮空のシミュレーションを行ったものと理解して戴きたい。 し 

かしながら，ここに描かれた成長あるいは衰退の経路は，データを資した諸都市に対しては，いわ 

ぱ Someone like y o u の物語なのであり，十分参考になるものと思われる。

以上のようなシミュレーションの結果を総括したのがま2である。表 2 の第1列には，卖績では 

なくシミュレートされた结果としての昭和50年人ロを，第 5列にはそれとの比率によって，やはり 

シ々ュレートされた昭和75年人口を掲げてある。この表に示されたシミュ レーション結果はややシ 

3 ッキングなものである。 特にE市と I 市の対照は著しい。 昭和50年に248万 （実績は262万）の人 

ロを有したE市は，昭和75年には400万に達する。反面， I ホは278万 （実績も同じ）から出発して 

138万までに縮退してしまう。このような差異は何に原因しているかを調べるために， 雨市につい 

て(9)の中のEX01, EXpJLを計算してみると，E 市では（0.0387, 73.11), I 市では（0.1000, 

7し512) . という組合せであり，（9)右辺のゥュイトで合許してみると，E市 0.0505, I 市 0.0512, ご 

く僅かながらI 市の方が大きい。したがって，雨市の成長経路の違いの原因を産業構造の差に求め 

ることはできない。

しかし，定数項調盤のところでは，（6)の <7に開して，E市ではプラス0.00348の， I 市ではマイ 

ナス0*01831の調整がなされている。これは, 昭和45̂ 1̂ から50年にかけて, E 市においてば38万の 

増加, I 市において20方の減少という実績の趨勢を反映しているのであろう。その他の県庁所在都 

市においても，成長と衰退の対照は箸しく，わが国の都市成長パターンの不安定性を窺わせるもの 

がある。 .

この点をもう少し詳しく見るために，一*般的都市成長モデルの(1)を 3年齢階層に分割して，次の

—— • 27 ( 1 8 7 )----
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表2 個別都市のシミュレ一シヨン結果

都

市

名

50年 人 口 最 高 の ム Q (除 く ぶ :0 p n i n o Wj
き と 符 号

IN C O M D  の  

動 き （75/50年  

平 均 成 丧 率 ）

75年 の 人 口  

(75/50年 比 率 ）

A 128万 人 i?£A=2.645 COニ 1.741 漸 減 ④ 0.1 % 1.68 倍

県

B 22 B K = 2 . m Ti?iVニ 1‘ 622 激 減 ® - >0 0.04 1.11

C 62 WS=2.587 5/( ニ 1.990 漸 減 ⑤
0.01 1.40

庁

D 68 ニ 1.672 E L - 1.649 -M旧 減 0 -0 .32 4.08

E 248 T R = IA 3 2 1.378 漸 減 増 ⑤ 0.03 1.61

所

F 43 ニ  1.89 T jRN=^ 1,82 箸 減 0 0.02 0.96

G 204 W^S-2.69 J?EA =  1.92 漸 減 増 0 0.02 0.72

在

H 14 ニ 3.08 (ニ 1.78 著 減 0 -0.01 1.43

I 278 WS=4,24 I?EA--3.46 漸 増 © 一 0.0 0.50

都 J 31
射 ぐ ニ 2.18
1<ド5ニ2,28

£ ム ニ  2.64
変 動 0 0.1 0.82

Tfj
K 31 i?ム =1.86 

B K  ニ 1.41
TJ?N ニ 1.51

箸 増 ⑤ - 0 .  6 4.76

L 46 Ti? ニ 1.46 ニ 1.46 著 減 0 8.04 1.30

4式に改めてみる。

(1 -1 ) P O F / C O — 132.47 +  0.95258 • P O P  J {   ̂ -  5 ) ,

+  0.018326 . F O P L C 《一 5 )

+  1.7706 . P N I N i  i -  5 )

(1-2) PO Pム（りニ309,69+0.65324 • P O P J i   ̂ - 5 )

+ 0.81119. F O P L ( ^ - 5 )

+  4.3035 . P N I N i  ? -  5 )

(1-3) P O P j ( り ニ ー  12,134 + 1.1192 • P O P A i i  t -  5 )

+  0.0068396 . P O P  L i   ̂ -  5 )

+ 0.13082./W/iVけ  一 5 )

ひ-4) PO  P iiO  ニ PO P  J  (J )  +  P O P  U O  PO  P  A(：t )

記 号

P O P K f )  ： /年の若年（0〜14歳）人口 

P O P L i O  ：《年の生産年齡（15"-<64歳）人口 

PO P A C O  ： t 年の老年（65歳以上）人ロ

以上の4式を，前掲(2)〜(6)と結合させて，新しいシミュレ'-シg ンをB市のデータに関して試み 

て.み る （その仕様は前掲り一i v ) と同じ）。その結果がま3 の第3行である0 同じB市についての，（1) 

〜(6)のギ齢無階層モデルによるシミュレーション（缴2行）と比べて，人口は停滞.気味であり，昭 

和55年以後は減少に転じてしまう。

—™ 28 ( 188 )  -
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しかしながら，ここで（6)の定数項，すなわちヴ（ただし，B市についての定数項調艳プラス0.0020683 

を施こしたもの）に，人為的に0.001きざみで加算修正をしつつシミュレーションを行ってみると， 

表 3 の第4 行以下のようになる。それによれば，僅かプラス 0 .0 0 4の修正を施こしたところで（第 

7行），人口は一方的増加に転じ，年齢無腊層モデルとはぱ同じ経路を迪ることになる。

表》 B市についての諸シミュレーション

日本都Til'の成長耍囚

旧 和 45年 50年 55年 60年 65年 70年 75年

人口実績値（人） 196036 216211 ——
一----------- •---- ..............- ---- -

年齢無階層モデル 

年龄3 階層モデル

199865 218229 228895 234910 238288 240218 241361

( 0 ) ヴ無後 196098 208421 211582 208866 202346 193300 182557
( D +0.001 196098 209638 214836 214632 210878 204718 196898
( n ) +0.002 196098 210854 218113 220494 219649 216602 212027
(B I )+0.003 196098 212071 221412 226452 228663 228967 227977
(IV )+0.004 196098 213288 224734 232508 237925 241825 244779
( V ) +0.005 

〔（* ) 《 ニ ー 0.013217)
196098 214505 228079 238661 247439 255190 262468

このような実験を通じて観察すれば，中小都市の人口成長パターンは，いくつかのキイ. パラメ 

ータの値にはなはだ敏感に反応して様相を変えるということが知られる。すなわち，都市人口の成 

長パターンは，広い意味での初期条件に強く依存していると言えよう。

3. 人口成長要因の判別関数分析

われわれが都市成長分析において使用したデ■^タは，国ぶ庁の地方振與局が宽集したr都市機能 

データ」と呼ばれるものであ!)，約 450系列はどの変数が収められている。この振大な変数集合の 

中から，都市人口成長の説明要因となり得そうなものを選び出すのは容易なことではない。回帰分 

析を行うにせよ，その他の方法をとるにせよ，手当り次第試してみるというわけにもいかないので， 

われわれは次のような手順をとることとした。

まず上記データ群の中で，人口成長の説明要因となり得そうな候補変数群45個を，14のグループ 

に分けてリスト♦ アップする。それが表4である。これら変数は最大個数644の都市群についての， 

クロス * セクション，デ•-タであるカン年次としては昭和45年あるいはそれに近い年をとる。これ 

は，説明する対象が昭和45年から50年にかけての人ロ成長率となる力、らである。

次に，各グループの中で，同一グル一プ内の一群の変数とは相関が高いが，他の同一*グル— プ内 

変数とは榻関が低いというような， グル-*プを多面的に代まする複数個の变数を選び出す。これが 

ま 4 の最終列において0 印のついている35個 の 変 数 で あ る り ，

一一 29 ( 189) —
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表4 都市成長要因判別関数モデルのための候■変数
----- -----

招関{ぞ;数I t
変 数 名 年次'

は1関係数調

分 類 変 数 名 ご ¥ 次 £̂により採1 
した変数

分 類 により採 
用した変数

(1)人 ロ 国勢調]人口 45 0 (8)生産力 一人当工業出荷額 45 0

(2)面積率 の/£>面積率 ' ' 0 (9)インフ 上水道給水人口率 48 0

用途地域面糖率 49 ラスト 
ラクチ

下水道処理面積本 /' 0

(3)人口密度 人口密度 

の//)人口密度 

用途地域人口密度

45

49
§  1

ャ— ごみ処S 1 //
一人当都市公園而積 

千人当舗装道路延長

//
ク

0
0
0

(4)人ロ率 若年人口率 45 開通電話数 0

生産年齢人口率 0 な0)文化 大学丰業 45 0

⑥家族規模 平均世帶人貝 0 10万人当la書館数 48 0

(6)通勤率 通勤流入人口率 0 " 博物館数 0

通勤流出 //
卷夜率

通勤10% 圏人口倍率

' '
0

(U)教 ま 一人当高等学校校舍而積

進学率

大学生率 45

0

0
0

" 5 % 圏 // ' ' 0 生 活 一人当置;数 0

/ / 10%圈面積倍率 千人当自励审台数 48 0

5 % 圏 ' ' ' ' " 引受内国通常郵便 
物

消費者物価地域差指数

' ' 0

(7)就業構造 就業率 0 46 0
特定職業別常住地域就業 
人口構成比

0
a減 得 一人当基準財政府収入額 48

特定職藥別従業地就業人 / / 預貯金残高 0
ロ構成比， 所得格差 0
3 次産業常住地就業人口 
構成比

(N)跟 離 ポテンシャル

県庁所在地までの距離

49
50

0

0
製造業特化係数 0
サ ー ビ ス 業 ' ' 0 1
公務 // 0

ところで，判別関数分析の大前提として，判別の説明要因となる諸变数;は，正規分布をとる確率 

変数の実現値であると仮定されている。この仮定になるべく沿う形で分析を進めるた,めに，上記35 

変数の中から，その都市間分布がなるべく bell s h a p eに近いものを選び出す。その結果が，表 5 

の18変数である。これらの変数のうちのいくつかについては，追加的説明が必要で多る。以下それ 

について述べる。

i ) 生産年齢人口率：人口のうち，15〜64歳の; 齢 階層（男女評）にあるものの比率。

H ) 昼夜率：昼間人ロと夜間人ロの比离。後者は■ 勢調查人ロを用い，これに通勤および通学に 

よる昼間流入人口を加え，同様の昼間流出人口を減じて前者を求める。

i U )特定職業別就業人口桃成比：常住地ベースで見た，就業人口ホに占めるいわゆるホワイト力 

ラー就業者の比率0 ことでホワイトカラーとは，職業大分類別常住地就業人口のうち，専門的技術 

的職業従事者，管理的職業従事者，および事務従事者の， 3 者合計のことである。

i v ) 所得格差：1 人あたり市町村所得を1 人あたり国民所得で除したものの％表示であり，出所

—— 30 ( 1 9 0 ) ——
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表 5 m 明 变 数 の -- SI

分 類 変 数 名 年'次18変'数 単 位 説 明

(1)人 ロ 国勢調査人口 45 0 人
(2)面積率 2)/2>而積率 ' ' % CO/Z)而積)/ (総面積）X 100
(3》人口密度 の 人 r i密度 夕 人/ha (の/D人口)/ゆ /の面積）
(4)人ロ率 生産年肺人口率 0 % 本文参照
(5)家族規模 平均世帯人員 人/世带 (普通世帯人員)/ (普通世帯数）
(6)通勤率 昼夜率 — 本文参照
⑦就業構造 特定職業別就業人ロ構成比 ' ' 0 %
(8)生産力 一人当工業出荷額 0 百方円/人 (工業出荷額)/(工業従業者数）
(9)インフラ 

ストラク
一人当都市公園面積 48 m V A (都市公園面糖V (住民基本台幅人ロ）

チャー 千人当舗装道路延長 ' ' 0 km/千人 (舗装道路延長)/(住民基本台帳人口）X1000

(10文 化

千人当開通電話数 ク 台/千人 (開通電話数)/(住民基本台帳人口）X 1000
大学卒率 45 % (大学卒人口)/ (国調人口）X 100

ゆ 数 育 進学率 48 0 % (進学者数)/ (高等学校卒業者）X 100
財 生 活 千人当自動本台数 ' ' 台/千人 ( 0 動車保有台数)/(住民基本台帳人口) X 1000

m m 得

消費者物価地域差指数 46 % 東京を100としたときの消費者物価指数
所得格差 48 0 % 本文参照

» 離 ポテンシャル 49 人/km //
県庁所在地までの蹈離 50

0 km
ご ___________ 一

は地方税務研究会のr所得格差表J である。 全国平均を100とするが， 都市のみの平均（ただし，東 

京区部と沖純県を除く昭和48年実績）では約106である。 .

V ) 距離：都市機能データには，東京への距離， 名古屋への跟離， 大阪への距離， および県庁

所在地までの距離の4種類が含まれている。距離の測定は鉄道利用による主要駅間で行い，鉄道利

用による最寄駅との間の距離に当該市の市役所と最寄駅間の道胳距離を加え，また連絡船を利用す

る場合にあっては，連絡船による所要時間を鉄道距離に換算して計算した。

v i ) ポテンシャル：東京区部，大阪市， 名古屋市の3大都市との間の跟離の逆数を， 各都市の

人口でクcnイトづけして加えたものである。なお， 3大都市人口は，昭和49年の住民'基本台帳人口 

による。

前述のように表5 は18変数を含んでいるが，さらにその中から8変数を選んで，最も個数を紋っ 

ての説明変数群とする。これは第2 節で述べた一般的都市成長モデルへ結びつけるため の ， 最終的 

な変数の限定を目的とするものである。表 5 の中で0 印のついている諸変数がそれらであり，これ 

を第1種変数群と呼ぶ。これに対し，18変数の全体を第2種恋数群と称する。いずれの变数群をと 

るにせよ，その中の1つでも変数データの欠けている都市は，分析の対象外とせざるを得ない。そ 

の結果，第 1種変数群に開しては552市，第 2種変数群に関しては520市めみが分析対象とされるこ 

とになった。抑に注意しなければならないのは，対參外となった都市の中に，束京都，大阪府，和

— 3 1 (1 9 1 )'— ■
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歌山県，沖織県の全都市が含まれていることである◊ したがって，以下の分析は主として地方都市 

群に関するそれであると理解されるべきであろう。

さて，利別の規準となるのは，昭和45年から50年にかけての，国勢調S 人口による5年間人ロ成 

長率であるが，これについて判別される2群の境界を，全国の人口成長率とする場合と，対象都市 

群についての人口成長率の平均値とする場合が考えられる。 これら2 ケースのそれぞれに，第 1種 

変数群による分析，および第2種変数群による分析が対応して，計 4 ケースの分析が行われること 

になるが，その各々に，08A, 18A, 0 8 B ,1 8 Cという分類コードを与えることにする。 このとき， 

境界成長率は各々次のようになる。 ' ‘

08A ,18A  ： 7,919%

08 B ： 9.966% (サンプル，サイズ552) '

18 C :10,026% (サンプル . サイズ520)

これらの数字から，上記期間においては，都市人口の成長率は，全国人口のそれよりもかなり高 

いものであったことが知られる。

以上により，都ホ群に対する高成長，低成長の判別規準と，そのための説明変数群に関する準備 

が完了し，いよいよ実際に判別関数を針算することになる◊ 08Bのケースについてのみ，その最終 

結果を示すならば，表 6 の 「全都市J 列がそれである。この表の第1行には前出の境界成長率が示 

され，第 2行には判別効率がゼロという仮説の下で計算されたF - 値が示されている。その37.9と 

いう数値は1%水準で有意であり，仮説は十分に棄却できる。次の行以下にある， 2 x 2 の総括表 

は，原データにおいての（境界成長率による）グループ分けと，計算:された判別値によるグループ分 

けとがどの程度一致しているかを具るための， contingency ta b leである。 言うまでもなく， 対 

角線上の2 区I酉に落ちる都市の個数，すなわち正しく分類された都市の数が多いはど，半IJ別効率ゆ 

1：えいと言うことになる。表 6 の結果で見ると，全都市の場合，正しく分類された都市は，552個の 

うち450, 81.52%に当り，かなり高い判別効率が示されているとa えよう。

次に，刺別関数においての各説明変数にかかる係数値を吟味してみる。全都市に対する判別開数 

は，判別値が小さいはど高成長都市であるという結果になっているので，各説明変数の成長への影 

響度に符号を逆転させて考える必要がある。この点に留意しつつま6 を見ると，成長に貢献する恋 

数としては，特定職業別人ロ構成比， 1人あたり工業出荷額， および所得格差（ニ1人あたり市民所 

得相対水準）の 3つがあり，いずれも首甘できる結果である。次に成長を抑制する変数としては， 

人口規模，生産ギ齢人口率，1,000人あたり鋪装道路延長，進学率，県庁所在地までの蹈離の5つ 

がある。これらのうち前4 者は，都市の規模，生産力，インフラストラクチャ…，および社会*文 

化の側面での成熟度を示すものと思われ，それらの複合が都市人口の成長をむしろ抑制する力とな 

って現われる，というのは理解できないことではない。 また最後の蹈離変数は，中枢管理機能への

— - 32 (1 9 2 ) ——
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accessib ilityが都市の成長にとって必要な 

ものであることを示している。

次に，正しく分類された都ホ群のみを対象 

として，各都市の昭和45〜50年間人口成長率 

(G/?Oir-08B)そのものを従属変数とし，上 

揭の判別関数によって与えられる各都市につ 

いての判別値 (jDISC) を説明変数とする回 

帰分析を行った結果が，表 7 に示されているe 

元来，半！!別関数はこのような定量6̂ 説明をそ 

の目的とするのではないということを考慮に 

入れるならば，ここに示された決定係数タ2 

は？特に正分類全都市についてのI の場合， 

十分に良好であると言えよう。すなわち，判 

別値によって，人口成長举の都市間変動の約 

5 .7 % は説明できるのである。ただし， IT, 

mの場合は，説明変数,従属変数ともその変 

域の幅が狭くなってしまうので， 説明力が 

ぐっと低下するのは止むを得ぬところであろ 

う。

全都市データに関する，08B以外の仕様に 

ついての判別分析の結果を示したものが，表 

8 の r全都ホJ 列である。これで見ると正分 

類比率の最も高いのは，18Cの85.77% であ 

り，以 下 18A, 08B, 0 8 A の順序になって 

いる。説明変数の個数がふえれば,当然判別 

効率が良くなるわけであるが，境界成長率も 

対象都市群の実績より定めた方が，.分類の精 

度からH えぱ好ましいようである。しかしな 

がら，そのような手法をとれぱ，対象都市の 

谁団が变れぱ高成長，低成長の意味も変るこ 

とになって，あまりに相対論的であるという 

批判を受けることになるかも知れない，
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ところで，ま 6 , 表 8 には，全都市を対象 

として分析した結果のはかに， 2種のカチゴ 

リー分けによって，カテゴリ一別分析を行っ 

た結果も掲げられている。そこでまず，ここ 

に示されたカテゴリ一の意味を説明する0 

i ) 地域力チゴリ一

' 表 7 成長率対判別値の回蹄分析
G R O W -0 8 B全都市

I . 正分類  GROW- 08B=30.2813 -  2780.93 -DISC 
タニ0,5719 (29.461) (24.511)

I I . 低成長群 GROW- 08Bニ 14.4H8 — 1321.26，DISC 
R2=o.2006 (9.710) (9.169)

m . 高成長群 GROW-08B=30.5164-1782.92*DISC 
ニ 0.078 (14.909) (3.302)

首都圏：首都圏整備法による既成市南地と近郊整傭地域。はぽ東京の50km圏域 

近幾圏：近幾圈整備法による既成都市区域と近郊整備区域 

中部圏：中部圏開発整傭法による都市整備区域 

北海道：北海道 

東北：東北地方6 県 

北陸：新潟，富山，石川，福弁各県 

中国，四国：中国地方5 県と西国地方4 県 

九州：九州地方7 県

首都圏周辺：関東地方1 都 6 県と山梨県内の市のうち，「首都圏』に属さない市 

その他

本節および次節の分析では，a )  b )  C ) をまとめて r大都市圏J と呼び，それ以外の7 力チゴリ 

-をまとめて！■地方圏J と呼んでいる。

a )

b )

c )

d )

e )

f )

g )

h )

i )

3)

i i ) ハイアラーキ* カテゴリー

a )

b )

巨大都Tt?'. e 大都市と川崎市

巨大都市の近郊都市：地域力チゴリ一において，首都圏，近幾圈，中部圏に属する市のう 

ち，巨大都市以外の市

プロック中心都市：札幌，仙台，広鳥，福間の各市 

プロック中心都市の近郊都市

その他の県庁所在地：上記4 力チゴリ一に属さ;/^冬い県庁所在地 

その他の地方中核都市：地方生活圏（建設省設定）の中心都ホ

地方中核都市の近郊都市： rその他の嚴庁所在地」 と rその他の地方中核都市J の近郊都 

市

その他

本節および次節の分析では，a) C) e )  f ) をまとめて「中心都市J , b )  d )  g ) をまとめて「近 

郊都市J, h ) を単に「その他」と呼んでいる0

以上のように設定された力チゴリ一別に，判別関数分析を行った紹果が，08Bについてのみ，ま
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8 の後部5 列に示されている。はじめに，地域カテゴリーの欄を見ると, 大都市圏と地方圏では， 

いくつかの変数の成長への貢献めしかたについて，微妙な差がある。大都市圏で得られた結果は， 

少なくとも係数の符号については，全都市の場合とほとんど同じであり，僅かに進学率がマイナス 

貢献からプラス貢献に転じている。地方圏については，人口視模がプラス貢献， 1人あたり工業出 

荷額がマイナス貢献に転じ，進学率は全都市の場合と同じヤイナス貢献になっている。

日本都mの成長要因

表 8 制別間数分析においてのF 値と正分類比率

合 ま Kl l f 地 域 分 類 ハ イ ア ラ 一 キ 分 m
1 . — ：

ケース名
大 都 市 圏 地 方 圏 中 心 都 市 近 郊 都 市 そ の 他

F 値 正分M 
比 率

F 値
正分類 

比
F 値

正分類 
比 率

F 値
正分類 

比 ホ
F 値

正分類 

比 率
F 値

正分®  
比 率

GROW-08A
GR0W-18A
GROW-08B
GR0W-18C

36.967
18.946
37.924
20.728

79.71
82.69
81.52
85‘77

2.173
2.996
4.895
5.292

67.27
74.07
79.09
84.26

23.350
12.579
26.074
13.242

78.73
81.55
78.05
80.58

7.666
5.059
7.200
4.794

74‘03 
83.32 
75.14 
83.24

12.651
7.217

17.900
13.729

78.15 
80.26 
88.24 
89 ..04

8.767
5.585
9.342
4.985

85.71
92.44
77.44 
81.51

興味深いのは，進学率の係数が，全都市を含む3 列においてマイナス貢献，プラス貢献，マイナ 

ス貢献と変化することであって， ここに進学率の高いことの意味が，大都市と地方都市ではまった 

く異なるという事実が示されている。大まかに言って，前者においては，それは定住を意味するが， 

後者においては人口流出を意味するのであろう。

判別効率は雨者とも約80%であって，ほぽ等し'い。ただし境界成長率は，’前者で1 5 .5 % ,後者で 

7 .1 % と大きな差がある0

次に，ハイアラーキ，力チゴリ一別の分析結果を見ると，係数の符号はいっそう多様な恋化を示 

している。中心都市のそれは， 1人あたり工業出荷額がマイナス貢献であることを除いて大都市圏 

のそれとはぽ同じパターンでるあが，近郊都市は全都ホのパターンとはとんど同じ傾向となってい 

る。後者のカテゴリーに羁する都市の数は，2 3 8と全体の43%ほどを占めているので， このような 

結果になるのは自然である。そ 'の他の都市は，103個で全体の17%はどに過ぎないが，そこで示さ 

れたパタ一ソは特定職業別就業人ロ構成比がマイナス貢献，人口と進学率がプラス貢献になるとい 

う，やや理解し難い形である。

全都市およびあらゆる種類のカチゴリ一についても，一貫してプラスの貫献を示しているのは所 

得格差であり，.一*貫してマイナスの貢献を示しているものの一つは，県庁所在地までの距離である。 

これは大変與味深いことであって，前者は1人あたり新得水準の格差が，人口社会移動の释因とな 

るという，最も素朴な形の人口社会移動論の適用可能性を表わし，後者は中枢管理機能へのacces­

sibility が都市の人口吸引にとって重要な役割を果すという事実を示しているものと思われる。

このほ力、，生産年齢人口率および1,000人あたり舗装道路延長も-^貫してマイナスの貢献を示し 

ているが，これらについての解釈は，前の2変数の場合はど明確に下し難い。一つの可能性は，上
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記 2欽数ともその水準の高さは都市の成熟度を示すものであり，したがって現状以上の人口流入に 

対し抑制的に働くという考え方である。このような解釈は都市の発展段階のある局面においては十 

分に成立つと思われるが，大中小のすべての都市グループについて適用しうるとは考え難い。ただ 

し，再変数ともその係数値（マイナスの貢献度）は大都市圈の方が地方圏より大きくなっているごと 

に注意したい。すなわち，大都市圏においては，上の成熟度的な解釈がより強くあてはまると言え 

よう。 、

最後に，何故われわれが，通常考えられる人口成長率を従属変数とする重回帰分析に先立って， 

判別関数分析を行ったかという理l±Uこ触れておきたい。- j見すると，人口成長率の個々の数値を披 

説明変数とする重回帰分析の方が，高成長，低成長という定性的分類のみに頼る判別関数分析よ-り 

も，利用する情報量が多いという意味で，より優れているようである。しかしながら，都市の人口 

成長には偶発的な要因も多いと思われる。すなわち，われわれが用意した8 ないし18の説明変数が 

代まする譜要因以外の，そのとき限りの要因によって，ある都市が急成最ないし急衰退するという 

ことも考えられるのである。このような場合を含むサンプルに対し，機械的に重回帰分析を施こす 

ならぱ，本来説明できないところを無理に説明しようとするところから，重回帰係数の推定値に歪 

み （いわゆるspeciftcation e r r o r )を生ずるおそれが多分にある。その点，高成長，低成長という大 

きな定性的分類のみに依存する判別関数分析によれば，このような歪みの可能性ははるかに少なく 

なると言えよう。説明変数と従属変数の間の因果的関連が，理論的に必ずしも明まされていない。 

この種のモデルのような場合には，むしろできる限り定性的な分析の方がより好ましいとしてよい

表 9 分類コ

1 . 8 変数に対ずるステップワイズ法 (最終段隙）

ド 別 回 帰 分 析
彼説明変数==人口成f t率.(50/45) 

< K 2は1:]は]度修正済決定係数，"はサ> プル . サイズ>

全 都 市

有2 =  0.4392
n =  552

地域分類一大都 

Tinさ ，

R2 ニ 0.2274
«  ニ 110

地域分類一地方 

圈
がニ0.3238

ニ 442

ハイアラーキ分 

頻ー >レ心都市 
'が ニ 0.3907

«  ニ 181

ノ、イアラーキ分 

類一近郊都市 
F=0.3427 

n==238

ハイアラ一^キ分 

類一その他 

1̂ 2ニ0.3137 ' 
n~133

定数 +  57.956 +  270.89 一17*396 一10.382 -17,561 +71.658

1

t 値

所 得 格 差  
+0.31491 

13.607

所 得 格 差  
+  0.25555 

4.992

所 得 格 楚  
+0.26869 

16.565

所 得 格 差  
+0.18631 

10.791

所 得 格 差  
+0.31109 

11.161

所 得 裕 差  

+0.31107 
7.643

2 

f 値

生産ギ崎人口率 
一1.2009 

4.614

生商年:龄人口率 
一4.0395 

4.481

生;年崎人口率 
一1.4191 

3.746
3

t 値

一人当工業出荷額 

+0.20897 
3.226

4

t fill：

県庁所在地まで 

の距離 
-0.01729 

2.735
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であろう

4， 人口成長要因の回帰分析

次にわれわれは，判別開数分祈の場合と同じ， 8 変数および18恋数の2種類の説明恋数群を用い 

て, 昭和45年から50年にかけての，国勢調査人口による5年間人口成長率（これを，Gi?C»ir(50/45) 

という記号によって示す）を説明する重圓帰分析を試みた。回帰方程式の推定方法としては，説明変 

数第 1種，第 2種の各々の場合について，恋数増減法による最小ニ乘法（スチ5>プワイズ法と呼ぶ） 

と，全変数による直接最小二乗法（全変数法と呼ぶ）の2種を用いた。前者は， まず一^定の説明

2. 8ま数に対する全ま数OLS法 ■

全 都 市

ニ0.4372 
«  ニ 552

地域分類一大都 
市圈 

R2=0.2413
?i==110

地域分類一地方 
圈
がニ0*3540 
ニ 442

ハイアラーキ分 
類一中心都市 

R2=0.3820
?i™181

ノ、イアプ ー キ分
類一近郊都ホ 

R2=0.3657 
«  ニ 238

ハイアラーキ分 
類一その他 

R2 ニ0.3599 
n ニ 133

定数 +  60.1361 +  333.723 +  50.3763 一 9.7700 +  95.6554 +  42.8134
1

1 値

所 得 格 差  
+0,31016 
12.796

生逾年餘人口摩 
-4.44094 

4.202

所 得 格 差  
+0.26045 

9.313

所 得 格 差  
+0.14871 

5.028

所 得 格 差  
+  0.30956 

7.265

所 f 格 差  
+  0.24553 

5.405

2 

t 値

生産年齡人口率

-1.09410
3,924

所 得 格 差

+0.16027
2.322

一人当工業出荷 
額

+0.44919
3.896

一人当工業出荷 
額

+  0.211191 
1.759

県庁所在地まで 
の距離 

-0.07740 
2.594

生座ギ崎人口時1

一1.63118 
4.141

3 

t 値

一入当工業出荷 
額

+  0.22890 
3,372

跟庁所在地まで 
の距離 

一0.12429 
1.587

生灌年-敝人口举

-1.03029
3.889

庁所在地まで 
の距離 

一0.00272 
0.661

生産年齡人口牢

-1.42183
2.304

国 調 人 口

+  9.42951 
2.106

4 

t 値

県斤所在地まで 
の距離 

一0,01792 
2.810

千人当舗装道路 
延長

-1.65938
1.324

県庁所在地まで 
の距離 

-0.01427 
2.662

特定職業別就業 
人口構成比 

+  0.03759 
0.502

一*人当工業出荷 
額

+0.15038
1,561

千人当舗装道路 
延長

+0.659610
2.029

5 

1 値

国 調 人 ロ

-1.94838
1.282

国 調 人 口

一4.83858 
1.184

国 調 人 口

-1.09504
0.690

千人当舗装道路 
延長

+0.07675
0.394

国 調 人 口

一3.41004 
0.925

県斤所在地まで 
の距離

一 0.023080 
1.841

6 

t 値

干人当舗装道路 
延長

一0.18318 
0.806

特定職業別就業 
人口構成比 

+  0.74504 
0.932

特定職業別就業 
人口構成比 

+  0.04265 
0.635

国 調 人 口

-0.51099
0.352

千人当舗装道路 
延長

~  0.44-854 
0.906

一人当工業出術 
額

+  0.37554 
+  1.758

7

[値

進 学 率

+  0.01536 
0.416

一入当工業出靴 
額

+0,09078
0.830

千人当舗装道眺 
延長

+0.01492
0.077

進 学 率

-0.01116
0,229

進 学 率

-1-0.04780
0.796

進 学 本

— 0.07367 
1.223

8 

t 値

特定職業別就業 
人口構成比 

+0.00444 
0,055

進 学 率

一 0.00735 
0.083

進 学 率

一 0,00265 
0.070

生逾ギ齡人口碑；

+0.01127
0.042

特を職業別就業 
人口構成比 

一 0.05570 
0.237

特お職業別就業 
人口構成比 

一 0.00360 
0.041
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変'数群によって最小二乗0 帰を行い，それらの説明変、数の係数推定値がすべて有意であるとされた

場合，さらに1個の新しい変数を追加したとき，その新gg数の係数値の有意性によってその変数を

じっさい追加するか否かを決めるとともに，既に包含されている説明変数の中で係数推定値が有意

でなくなるものがあれぱそれを除く，といった手続きを繰返し，最終的には係数推定値の《値がい

ずれも十分に大きい（最大個の）説明変数の組合せが残されるようにするという，試行錯誤的方法
(3 )

である0

全都市，といっても判別関数分析において述ぺたことと同じ理由により，サンプル•サイズは昭 

和50年に存在した644都 市 （東京区部を1市として含む）のうち，552個のみとなるのであるが，とも 

かく最大規模サンプルについて回帰分析を行った結果は,表9 の 1一 4 の各々全都市と記された列 

に示されている。 .：

まず第1種 8変数によるステップワイズ法の緒果を見ると，採択された変数は，所得格差，生 

年齢人口率， 1人あたり工業出荷額，県庁所在地までの跟離，の 4変数であり，係数推定値の符号 

条件も，生産年齢入口率について半!)別関数分析の場合と同様の，「成熟度」による解釈を許すなら 

ぱ，正しく満たされていると言ってよいであろう。ここでも所得格差変数の有意性の高いことが確 

認される。次に， 8変数による全変数0ムS 法の結果を見ると,第6位の説明変数として入ってく 

3 . 18変数に対するステップワイズ法(最終段隙）

全 都 市

ニ0.5282 
ニ 520

地域分類一大都 

市圈 
R2=0.5125 
71=108

地域分類一地方 

圆
‘かニ 0.4776 

n~412

ハイアラーキ分 

類一'中心都市
g2ニ0.4942
n=173

ノ、イアラーキ分 

観一近郊都市 

が=0.5123
タi ニ 228

ハイアラーキ分 

海(一その他1 ' 
r2=0.4487 
ねニ 119

定数 +18.992 +232.78 +57.153 -28.426 +  62.714 +72.266

1

t 値

所 得 格 差  
+0.17298 

7.900

世 帯 人 貝 
一31.369 

6.671

大 学 卒 率  
+7.5038 
10.236

D I D 面粮率 
-0.26191 

5.471

所 得 格 差  
+0,22698 

7.302

所 得 格 差  
+0.20373 

4.385 .

2 

t 値

長 夜 率  
-42.753 

7.414

' 夜 率  
-70.751 

5.949

驻 夜 率  
一40,094 

6.763

所 得 格 差  
+0.08736 

3.807

登 夜 率  
-68.524 

6.773

ポ T ンシャル 
+0*00011 

4.221

3 

t 俯

D エD 面積率' 
-0.24641 

5.856

D I D 面積率 
一0.36207 

5.458

所 得 格 差  
+0.12980 

4.745

国 調 人 口  
+4.6087 

3.581

ポ r ンシャル 
+0.00005 

4.3>08

生産年龄人口率 
一1.4321 

3.900

4 

t 値

千人当開通® 話数 
+0.048212 

4.639

D ID 人口密度 

一0.26192 
4.678

生庙ギ齡人口率 
-0.84079 

3.851

大 学 卒 审  
，ト1.9887 

3.120

D エD 而 積 率  

"0.23684 
4.146

人当工業出莉額 
+  1.0350 

3.568

5 

t 値

ポテンシャル
+0.000032

4.276

世 带 人 只  
-1-4.0046 

3.578

D ID 人口密度 
-0.14162 

3.196

6 

i 恤

特定職業別就業 

人口構成比‘ 
+0.21730 

3.298

千 人 当 励 2it台 
激；

+0.01606
2.794

注（3 ) ステダプワイズ法の詳細については，奥野ほか〔1971：) 1 3 9〜141H参照。
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1

^

1

s

e

sf

b

m

-i
M,



るのは国調人口であり，その符号も人口規模の抑制効果を示すという意味でマイナスになっている。 

第 6 位以下の説明变数については，いずれも係数推定値の# 値が小さく，特に説明力があるとは言 

免ない。ただし，符号について言えば，~^^£；もっともらしい方向になっている。

興味深いのは, 表 © —  2 全都市列と，表 8 全都市列との比較である◊ 刺別関数分析では判別値が 

小さいほ:ど高成長を意味する結果になったので，前者と後者の係数の符号は逆向きになってぃるは

日本都市の成長要因

4 . 18ま数に対する全変数OLS法
全 都 市 地域分類一大都市闺 地域分類一地方圓

■r 2=0.5366 n=520 R?=0.5794 n —108 R2=0.4789 71—412
定数

是 夜 率 ，

+47.0466 +368.720 +  51.8252
1 一45.5051 D I  D 面 積 取 一0.41238 大 学 キ 本 +7.86462
2 D I D 面 積 牢 -0.291867 ■D I D 人口密度 一0‘28420 昼 夜 率 -43.3400
3 所 得 格 差 +  0.155415 世 帯 人 員 -27.4207 所 得 格 差 +0.13507
4 千人当開通®話数 +0.043685 登 夜 率 -42,4130 世 帯 人 貝 +4:83513
5 ポ . チ ン シ ャ ル +0.000030 県庁所在地までの距離 -0.17562 生 産 年 龄 人 口 舉 -0.82961
6 国 調 人 口 +3.52830 ポ テ ン シ ャ ル +O.Q0003 千人当自動取台数 +0.01485
7 生 産 年 齡 人 口 率 -0.471094 生産年齢■人口率 一1.83504 千人当開通電話数 +0.02168
8 特定》 就業人口構成比 +0.138110 千人当開通電話数 +  0.05291 ポ テ ン シ ャ ル 一0.00003
9 一人当工業出荷額 +  0.110146 千人当舗装道路延長 一1.76125 D I D 面 镜 牢 -0.10783

10 D I D 人口密度 -0.019759 一人当都市公園面積 -0.50264 県庁所在地までの距離 +0.00477
11 千人当舗装道路延長 一0,314980 特定i t w 人口構成比 -0.47915 進 学 2^ -0.03185
12 大 学 丰 卑 +0.707218 千人当自動琪台数 -0.01421 千人当舗装遠路延長 -0.12689
13 一人当都ホ公園面積 -0.128671 所 得 格 差 +0.05865 特 定 人 口 構 成 比 ■ —0*04144
14 県斤所在地までの距離 -0.005804 国 調 人 ロ -3.14951 消費者物価地域差指数 +0.00169
15 世 帯 人 員 -0.124722 消費者物価地域差指数 一0.36213 国 調 人 ロ +  0.48692
16 千人当自動車台数 +0.003687 大 学 卒 率 ) +  0.68737 一人当工業.出荷額 +  0.03994
17 進 学 率 ' 一 0.0187995 一人当工業出荷額 -0.02642 D I D 人口密度 +  0.00153
18 消費者物価地域差指数 -0.002548 進 学 ホ +0.00097 一人当都市公園面積 +0.00720

も 18変数に対する全変数OLS法 （つづき）

ハイアラーキ分類一中心.都市 ハイアラーキ分頸一 近郊都市
バイアラーキ分類一その他

R2=0.4907 " ニ  173 がニ 0,5450 n ニ  228 R2=0.5244 n^ l l9
定数 -46.2565 +  140.113 一 25.0174

1 D I D 面 積 率 一0.23452 益 夜 率 -61.0685 生 ま 年 給 人 口 本 -1,43206
2 千人当自動棋台数 +0,01819 D I D 面積 一0.32423 大 举 卒 本 +  6.69728
3 , 国 調 人 口 +4.20621 所 得 格 差 +0.19995 一人当工業出荷額 +  0.83712
4 大 学 卒 率 +  2.15347 D I D 人口密族 -0,17067 世 帯 人 員 +  6.88980
5 所 得 格 差 +  0.05576 ポ ，ア ン シ ャ ル +0.00003 ポ テ ン シ ャ ル + 0.00008
6 千人当舗裝道路延長 一0.22333 世 带 人 買 "7.83525 千人当舗装道路延長 +0.70950
7 進 学 率 +0.04780 千人当開通電話数 +0.05245 一人当都市公園面積 + 0.16476
8 生座‘年齢人口率 +0.22133 県庁所在地までの距離 一0:06529 所 得 格 差 +0,08569
9 県庁所在地までの距離 +  0.00303 一人当'都市公園面積 -0.42455 登 夜 卒 +  23.3156

10 特定W W 人口構成比 +  0.05625 千人当制装道路延長 -0.71030 国 腐 人 口 +5.39474'
11 D 1 D 人口密度 -0.00554 千人当自動1}£台数 -0.01787 千人当開通電話数 +0.01887
12 世 帯 人 貝 +0.88438 生.進年齢人口率 一 0.82910 消費者物価地域差指数 +0.20768
13 ポ チ ン シ ャ ル 一 0.000006 がi費者物価地域差指数 -0.00965 D I D 人口密度 -0.05176
14 千人当開通電話数 一 0.00314 大 学 卒 率 …0,49732 D I t ( 面 横 ' Jお 一0.21079
15 一*人当都市公圓面積 -0.02496- H 調 人 ロ +2.1801 特走職翻赠人口構成 -0.06429
16 昼 夜 -1.48480 --人当工業出荷額 +  0.0387 千人当自動取台数 +0.00643
17 消資者物価地域差指数 +  0,00010 進 学 1キ5 -0.01127 進 学 率 *-0.03493
18 — 人当工業出荷額 一 0.00176 特定職業別就業人口構成比 +0.01439 県斤所在地までの距離 +0.00430
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ずである。庚際の結果を見ると，進学率の符号がいずれの場合でもプラスであることを例外として， 

予想されたようになっている。ただし両者の係数値は大幅に違っているように見える力';,それらの 

比較には，表 7 の I 式を介在させて考える必要がある。 I 式で！ にかかる（一2780.93) とい 

う値を表8 の全都市列にある係数値に乗じてみると次のようになる。

所得格差 

生産年齢人口率 

1人あたり工業出荷額 

県庁所在地までの距離 

国調人口

1,000人あたり舗装道路延長 

進学率

特定職業別就業人口構成比

+ 0.36091 

-0.78676 

+  0.16235 

-0.02414 

一 0.52088 

-0.45566 

-0.05033 

+  0.25528

これらの数値は一応，表 9 一 2 の全都市列にある係数推定値に比絞しうるオーダーの大きさとな 

っている。特に上位4個の変数については，力、なり類似した値の係数が得られている。しかし第 5

位以下の変数については，そのような類似性は認められず，これらの変数の説明変数群への包含に 

ついて問題があることを示唆している0 ところで，表 9 ー 2 全都市列の決定係数が0.4372であるの 

に 対 し 表 7 のエ式のそれが0.5719であるのは奇妙なようであるが， I 式は正分類された450個の 

サンプルについてであること，また決定係数はいずれも自由度修正された後のものであること，を 

考えれば両方の結果に矛盾は無い。

次に，第 2 種18变数によるステップワイズ法の結果を表9- 3 において見ると， 8 変数の中で選ば 

れた所得格差以外の諸变数はすべて姿を消して，昼夜率以下5個の新しい説明変数が入っている。 

昼夜率および面積率の係数値がマイナスであるのは，雨恋数が人口流入の抑制妻因となる成 

熟度を表現していると解釈すれぱよいであろう0 1 , 0 0 0人あたり開通電話数（インフラストラクチャ 

- ）， ポテンシャル（中枢管理機能への近接性）， 特定職業別就業人口構成比（都市の魅力度？） の下 

位 3 変数は，いずれもプラスの効果を都市人口成長に与える形になっている。

18変数についての全変数O L S 法の結果を表9一 4で息ると，表9一 2の上位5 変数の順位がやや入 

替ゥている（ま9 一3でも，各変数は' 値の大きい順序に並べられている)。さらに，第 6位には特定職業 

別就業人ロ構成比に代って国調人口が入り, 前者は8 位に落ちている。第 7 位は生産年齡人ロ率で 

ある。ま9一 4全都市列にみる係数の符号は，ま9一 3と整合的であり，かつその各々について首肯で 

きる結果である0

変数選択についての自[tl度の大きさから言えぱ，18变数スチップワイズ法が分析への最も望まし
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い接近方法であると思われるが，そこで示された結果が，表9一 3のごとく，所#格差を都市成長の 

主要因とし，それに都市の成熟度，インフラストラクチャー，中枢管理機能への近接性，および魅 I
力度を配した形になったことは大変興味深い。 8変数の場合と比べて，決定係数の値も向上し，従 

厲変数においての都市間変動の約53%が，上記6 個の変数で説明される形になっている。

続いて，地域分類による力チゴリ一別に回帰分析を行った結果を，表9一 1および9 一 3 の地域分 

類 2列で検討してみる。 8変数によれば，大都市圏では所得格差と生産年齢人口率の2変数のみが，

地方圏では所得格差のみが説明変数として選ぱれている。いずれの場合も説明力はあまり高いとは 

言えない。

選択範囲を18変数に拡大してみると，様相はかなり変り，説明力はかなり向上する。大都市圏で 

は，所得格差がはじめて説明変数より脱落し，核家族化の程度を示す平均世帯人員がマイナスの効 

果要因として入り，以下昼夜率，の/D 面積率，の/D面積密度などの，いずれも都市の成熟度を示 

すと思われる諸変数がマイナスの効果を与えるものとして採択されている。以上4変'数のすべてが，

第 1種 S変数以外の変数である。

この力チゴリ一において，所得格差変数が脱落するのは，ここに含まれる約100個の都市の間で 

は， 1人あたり市民所得の格差があまり大きくないことによるものであろう。表9一 4大都市圏列で 

見るように，所得格差変数がプラスの貢献をするものであることは，この場合も同じである。

地方圏の場合は， 6 変数が採択され，そのうち，所得格差および生産年齢人口率のみが第1種か 

ら選ぱれ，残りの4変数‘は第2種の中から選ばれている。ここで第1位をめているのは，大学卒 

率という新しい変数であり，地方都市においてはこの種の教育水準変数が都市の魅力度を表現する 

ものであることが窺われる。特に注意すべきことは，乎均世帯人員の効果が大都市®とは逆向きに 

なっていることである。このことをどう解釈すべきかは難しい問題であるが，地方都市においては，

むしろ人口流入の結果としてより大きな家族規模が実現する形になるのかも知れない。

最後に，ハイアラーキ分類による回帰分析の結果を，表9一 1および表9 -3 の該当列で検討してみ 

よう。 8変数対象では，中心都市と近郊都TfJの両者において，所得格差のみが説明変数に選ばれ，

その他都市においてはそれに生産年蹄人口率変数が加っている。18変数対象では，この場合所得格 

差変数はどの力チゴリ一でも脱落しないが，それ以外の変数は大部分第1種以外のものが選ぱれて 

いる。

. 中心都市の場合は，D W 面積率すなわち人口密集地区の比率の高さが抑制要因として強く働い 

ており，他方，所得格差，国調人口，および大学ギ率が促進要因となっている。国調人口がプラス 

要因となることは，中心都市の人口年齢分布が若年侧に厚く，そのことが人口のま然増加率を押上 

げているためであろうと思われる。近郊都市においては，昼夜率および両の/の恋数の都市成熟度 

を代まする変数が抑制要因として働く一方，中枢管理機能への遊接性を示すポテンシャル変数がプ
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ラス効果を示している0 ととに，近郊都市の中心都市に対するr近郊性J が人口の成長に対し，プ 

ラス，マイナス両カ向に微妙な形で影響することが窺われる。ただし，昼夜率の低いことは当該近 

郊都市がいわゆるベッドタウン（正しくはdormitory t o w n )であるととを意味し，その効果が人口 . 

成長に対して結局プラスに働くことは，それが人口成長の原因であるのか結果であるのか，問題の 

残る点である。ともかく，とのカテゴリーに属する都市数は，対象都市522の約43%に及ぶのであ 

るから，とれら諸都市の成長要因の分析は，今後もっと立入って行いたいところである。

5 . お わ り に

以上われわれは，判別関数分析および重回帰分析という， 2 種の手法によって，戦後のわが国諸

都市の人口成長がいかなる要因に規定されつつ行われたかを明らかにしようと試みた。その結果と

して，大まかに言えぱ，当該都市の相対的な1 人あたり所得水準，インフラストラクチャーの整'傭

水準，教育，文化などについての魅力度，および中枢管理機能への近接性などが，都市成長に対し

プラスの貢献をする反面，人口密度，昼夜率,さらには生産年齢人口率などによって表現される都

市の成熟度が成長への抑制力として働くことを見出し得たように思う。

もとより，われわれの分析手法によっては，いわゆる説明変数から従属変数に•至る関数関係が，

必ずしも因果関係を意味するものではないことは，強調されなければならない0 しかしながら，こ

のような問題点についても，一般的都市成長モデルを導く過程において，完結した因果体系に近づ
. (4 )

けるために出来るだけの配慮に努めたつもりである。また，特定の一都市（盛岡市）についてであ
(5 )

るが，時系列データの利用により，真に動学的な都市成長モデルを構築することも試みられた。

いずれにせよ，われわれの研究が，今まであまりに乏しかったわが国諸都市の動学モデルによる 

分析のさきがけとなることができるならぱ，何よりの偉せである。
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